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地
方
行
政
委
員
会
の
29
年
度
の

要
望
は
①
地
方
分
権
改
革
の
推
進

②
地
方
創
生
の
推
進
③
参
議
院
選

挙
に
お
け
る
合
区
の
解
消
④
地
方

議
会
の
権
能
強
化
等
⑤
地
方
議
会

議
員
の
厚
生
年
金
へ
の
加
入
⑥
防

災
・
減
災
対
策
の
充
実
強
化
⑦
消

防
防
災
体
制
の
充
実
強
化
⑧
過
疎

地
域
の
自
立
促
進
⑨
合
併
市
町
村

に
対
す
る
支
援
の
拡
充
⑩
社
会
保

障
・
税
番
号
制
度
に
係
る
取
組
強

化
⑪
基
地
対
策
関
係
予
算
の
確
保

等
⑫
治
安
対
策
の
強
化
等
⑬
北
方

領
土
返
還
⑭
竹
島
の
領
有
権
確
立

⑮
日
米
地
位
協
定
の
抜
本
的
な
改

定
⑯
人
権
救
済
制
度
の
確
立
―
に

つ
い
て
の
16
項
目
を
大
き
な
柱
と

し
た
。

以
下
に
要
望
結
果
の
概
要
を
掲

載
す
る
。

1

地
方
分
権
改
革
の
推
進

従
う
べ
き
基
準
の
参
酌
す
べ
き

基
準
化
を
含
め
た
、
さ
ら
な
る
義

務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直
し
、
都

道
府
県
か
ら
基
礎
自
治
体
へ
の
さ

ら
な
る
権
限
移
譲
、
提
案
募
集
方

式
に
お
け
る
提
案
事
項

の
実
現
な
ど
を
要
望
し

た
。29

年
12
月
26
日
に

「
平
成
29
年
の
地
方
か

ら
の
提
案
等
に
関
す
る

対
応
方
針
」
が
閣
議
決

定
さ
れ
、
提
案
2
0
7

件
中
、
1
8
6
件
（
89

・
9
％
）
が
実
現
・
対

応
と
さ
れ
、
割
合
は
26

年
の
提
案
募
集
方
式
導

入
後
、
最
も
高
く
な
っ

た
（
表
参
照
。
閣
議
決

定
時
の
記
事
を
2
0
3

7
号
4
・
5
面
に
掲
載
）
。

ま
た
、
こ
の
対
応
方
針
を
踏
ま

え
た
「
地
域
の
自
主
性
及
び
自
立

性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進

を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備

に
関
す
る
法
律
案（
第
8
次
地
方

分
権
一
括
法
案
）」
が
30
年
3
月

9
日
、
国
会
に
提
出
さ
れ
て
い
る

（
閣
議
決
定
時
の
記
事
を
2
0
4

4
号
2
面
に
掲
載
）
。

2

地
方
創
生
の
推
進

29
年
5
月
の
第
93
回
定
期
総
会

に
お
け
る
関
東
部
会
提
出
議
案

「
地
方
創
生
の
取
組
に
対
す
る
支

援
に
つ
い
て
」
、
11
月
の
第
1
0

3
回
評
議
員
会
に
お
け
る
東
北
部

会
提
出
議
案
「
地
方
創
生
の
実
現

に
必
要
な
財
源
の
確
保
及
び
交
付

金
制
度
の
拡
充
に
つ
い
て
」
の
要

望
内
容
に
も
あ
っ
た
①
ま
ち
・
ひ

と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費
の
拡
充

・
継
続
②
地
方
創
生
推
進
交
付
金

の
総
額
確
保
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
30
年
度
地
方
財

政
計
画
に
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご

と
創
生
事
業
費
が
引
き
続
き
1
兆

円
計
上
さ
れ
て
い
る
。

②
に
つ
い
て
。
29
年
度
と
同
額

の
1
0
0
0
億
円
が
計
上
さ
れ
、

地
方
公
共
団
体
が
自
主
的
・
主
体

的
に
行
う
先
導
的
な
取
り
組
み
が

支
援
さ
れ
る
。

3

参
議
院
選
挙
に
お
け
る
合
区

の
解
消

29
年
5
月
の
第
93
回
定
期
総
会

に
お
け
る
中
国
部
会
、
四
国
部
会

提
出
議
案
「
参
議
院
選
挙
に
お
け

る
合
区
の
解
消
に
つ
い
て
」
の
要

望
内
容
と
同
様
に
、
合
区
の
早
急

な
解
消
を
求
め
た
。

30
年
4
月
18
日
現
在
、
実
現
に

は
至
っ
て
い
な
い
。

4

地
方
議
会
の
権
能
強
化
等

さ
ら
な
る
地
方
議
会
の
権
能
強

化
な
ど
を
要
望
し
た
。

30
年
4
月
18
日
現
在
、
実
現
に

は
至
っ
て
い
な
い
。

5

地
方
議
会
議
員
の
厚
生
年
金

へ
の
加
入

地
方
議
会
議
員
の
厚
生
年
金
加

入
の
た
め
の
早
急
な
法
整
備
を
要

望
し
た
。

29
年
8
月
29
日
、
11
月
21
日
、

山
田
一
仁
本
会
会
長
（
札
幌
市
議

会
議
長
）
、
柳
居
俊
学
・
全
国
都

道
府
県
議
会
議
長
会
会
長
（
山
口

県
議
会
議
長
）
、
櫻
井
正
人
・
全

国
町
村
議
会
議
長
会
会
長
（
宮
城

県
利
府
町
議
会
議
長
）
の
三
議
長

会
会
長
が
地
方
議
会
議
員
の
厚
生

年
金
の
加
入
に
つ
い
て
要
請
し
て

い
る
（
前
者
�
2
0
2
5
号
1
面
、

後
者
�
2
0
3
4
号
7
面
に
記

事
）
。
ま
た
、
山
田
会
長
は
、
30

年
1
月
29
日
、
2
月
7
日
に
も
今

通
常
国
会
で
の
法
整
備
実
現
に
つ

い
て
要
請
を
行
っ
て
い
る
。
2
月

7
日
は
三
議
長
会
会
長
に
よ
る
要

①
地
方
行
政
②
地
方
財
政
③
社
会
文
教
④
産
業
経
済
⑤
建
設
運
輸
―

の
各
委
員
会
は
、
29
年
7
・
8
月
、
11
月
に
そ
れ
ぞ
れ
委
員
会
を
開
催
。

要
望
書
を
決
定
し
、
要
望
事
項
の
実
現
に
向
け
、
政
府
・
与
党
の
要
職

を
は
じ
め
、地
元
選
出
国
会
議
員
な
ど
に
対
し
要
望
活
動
を
行
っ
た（
2

0
1
8
号
、
2
0
1
9
号
、
2
0
2
1
号
、
2
0
2
2
号
、
2
0
3
4

号
に
掲
載
。
な
お
、
各
委
員
会
の
要
望
書
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
全

国
市
議
会
議
長
会
メ
ニ
ュ
ー
」
↓
「
要
望
・
決
議
等
」
↓
「
○
○
○
○

委
員
会
」
）
に
掲
載
し
て
い
る
）
。

本
紙
で
は
、
第
93
回
定
期
総
会
（
29
年
5
月
24
日
開
催
）
、
第
1
0

3
回
評
議
員
会
（
29
年
11
月
8
日
開
催
）
の
部
会
提
出
議
案
に
関
係
す

る
要
望
の
結
果
な
ど
を
取
り
上
げ
な
が
ら
、
各
委
員
会
の
要
望
結
果
の

概
要
を
掲
載
す
る
（
部
会
提
出
議
案
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
要
望
・

決
議
等
」
↓
「
全
国
市
議
会
議
長
会
」
に
掲
載
）
。

今
号
で
は
、地
方
行
政
委
員
会
、地
方
財
政
委
員
会
に
つ
い
て
掲
載
す

る
。残
り
の
3
委
員
会
に
つ
い
て
は
、
次
号
以
降
、
順
次
掲
載
し
て
い
く
。

2299
年年
度度
各各
委委
員員
会会
要要
望望
結結
果果
のの
概概
要要

【
2
面
へ
続
く
】

第2046号4月25日平成30年
（２０１8年）
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応の割合
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合計
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207

実現できな
かったもの
d
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166
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現行規
定で対
応可能
ｂ
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【
1
面
か
ら
続
く
】

請
も
行
っ
て
い
る
（
前
者
�
2
0

3
9
号
1
・
2
面
、
後
者
�
2
0

4
0
号
2
面
に
記
事
）
。

30
年
4
月
18
日
現
在
、
実
現
に

は
至
っ
て
い
な
い
。

6

防
災
・
減
災
対
策
の
充
実
強

化
に
つ
い
て

①
国
土
強
靭
化
基
本
法
な
ど
に

基
づ
く
施
策
の
着
実
な
推
進
②
ハ

ー
ド
・
ソ
フ
ト
対
策
を
連
携
さ
せ

た
水
害
・
土
砂
災
害
対
策
の
推
進

③
防
災
・
安
全
交
付
金
の
所
要
額

確
保
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
国
土
強
靭
化
関

係
予
算
に
29
年
度
比
4
5
4
億
円

増
（
1
・
2
％
増
）
の
3
兆
7
6

2
0
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

国
土
強
靭
化
基
本
計
画
、
国
土
強

靭
化
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
2
0
1

7
に
基
づ
き
、
道
路
・
港
湾
・
空

港
・
鉄
道
の
耐
震
化
、
代
替
性
の

確
保
、
救
急
消
防
援
助
隊
な
ど
を

中
核
と
し
た
地
域
防
災
力
の
充
実

強
化
等
、
ハ
ー
ド
・
ソ
フ
ト
の
組

み
合
わ
せ
な
ど
に
よ
り
府
省
庁
横

断
的
な
取
り
組
み
が
推
進
さ
れ
る
。

②
に
つ
い
て
。
国
土
交
通
省
の

水
管
理
・
国
土
保
全
局
予
算
の
う

ち
、
治
水
対
策
予
算
と
し
て
7
5

7
4
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

気
候
変
動
等
に
伴
う
水
害
の
頻
発

・
激
甚
化
を
踏
ま
え
た
計
画
的
な

治
水
対
策
、
激
甚
な
水
害
が
発
生

し
た
地
域
に
お
け
る
再
度
災
害
防

止
対
策
等
が
実
施
さ
れ
る
。
ま
た
、

土
砂
災
害
対
策
と
し
て
集
中
豪
雨

な
ど
に
起
因
す
る
土
砂
・
流
木
災

害
へ
の
予
防
対
策
と
し
て
、
砂
防

堰
堤
等
の
整
備
が
行
わ
れ
る
ほ
か
、

警
戒
避
難
体
制
整
備
な
ど
、
ハ
ー

ド
・
ソ
フ
ト
一
体
と
な
っ
た
施
策

が
推
進
さ
れ
る
。

③
に
つ
い
て
。
国
交
省
予
算
に

お
い
て
29
年
度
比
60
億
円
増
（
1

・
0
％
増
）
の
1
兆
1
1
1
7
億

円
が
計
上
さ
れ
、
防
災
・
減
災
対

策
、
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
対
策
な

ど
が
支
援
さ
れ
る
。

7

消
防
防
災
体
制
の
充
実
強
化

①
消
防
防
災
施
設
・
施
設
整
備

に
対
す
る
財
政
措
置
の
充
実
強
化

②
緊
急
防
災
・
減
災
事
業
債
の
充

実
・
拡
充
③
消
防
団
の
充
実
強
化

―
な
ど
を
求
め
た
。

①
に
つ
い
て
。
緊
急
消
防
援
助

隊
設
備
整
備
費
補
助
金
に
29
年
度

と
同
額
の
49
億
円
が
計
上
さ
れ
て

い
る
。

②
に
つ
い
て
。
29
年
度
と
同
額

の
5
0
0
0
億
円
が
計
上
さ
れ
て

い
る
。

③
に
つ
い
て
。
29
年
度
比
2
0

0
0
万
円
増
（
2
・
6
％
増
）
の

6
億
8
0
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、

消
防
団
の
装
備
・
訓
練
の
充
実
強

化
、
女
性
や
若
者
な
ど
の
消
防
団

加
入
促
進
が
図
ら
れ
る
。
ま
た
、

消
防
団
の
装
備
・
訓
練
の
充
実
強

化
は
29
年
度
補
正
予
算
で
も
11
億

6
0
0
0
万
円
が
確
保
さ
れ
て
い

る
。

8

過
疎
地
域
の
自
立
促
進

①
過
疎
対
策
事
業
債
②
辺
地
対

策
事
業
債
―
の
所
要
額
確
保
な
ど

を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
は
、
29
年
度
比
1

0
0
億
円
増
（
2
・
2
％
増
）
の

4
6
0
0
億
円
が
、
②
に
つ
い
て

は
、
同
10
億
円
増（
2
・
1
％
増
）

の
4
8
5
億
円
が
そ
れ
ぞ
れ
計
上

さ
れ
て
い
る
。

9

合
併
市
町
村
に
対
す
る
支
援

の
拡
充

①
合
併
特
例
債
の
所
要
額
確
保

②
合
併
市
町
村
の
実
態
を
反
映
し

た
交
付
税
算
定
―
な
ど
を
要
望
し

た
。①

に
つ
い
て
。
旧
合
併
特
例
債

と
し
て
、
29
年
度
と
同
額
の
6
2

0
0
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

②
に
つ
い
て
。
商
工
行
政
費
な

ど
の
標
準
団
体
の
経
費
見
直
し
が

行
わ
れ
、
30
年
度
以
降
3
年
間
か

け
て
段
階
的
に
交
付
税
の
算
定
に

反
映
さ
れ
る
。

10

社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
に

係
る
取
組
強
化

29
年
11
月
の
要
望
書
で
情
報
連

携
に
向
け
た
シ
ス
テ
ム
改
修
な
ど

に
係
る
財
政
措
置
拡
充
か
ら
、
情

報
連
携
や
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
（
政

府
運
営
の
オ
ン
ラ
イ
ン
サ
ー
ビ

ス
）
の
本
格
運
用
な
ど
へ
の
財
政

支
援
拡
充
に
内
容
を
変
更
し
て
要

望
し
た
。

情
報
連
携
の
基
盤
と
な
る
情
報

提
供
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
の

設
置
・
管
理
な
ど
に
29
年
度
比
12

億
8
0
0
0
万
円
減
（
15
・
0
％

減
）
の
72
億
3
0
0
0
万
円
が
、

マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
の
整
備
な
ど
に

同
25
億
1
9
0
0
万
円
増
（
37
・

8
％
増
）
の
91
億
8
4
0
0
万
円

が
そ
れ
ぞ
れ
計
上
さ
れ
た
。

11

基
地
対
策
関
係
予

算
の
確
保
等

①
基
地
交
付
金
・

調
整
交
付
金
②
基
地

周
辺
対
策
経
費
―
の

所
要
額
確
保
な
ど
を

要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。30
年

度
総
務
省
予
算
に
お

い
て
、両
交
付
金
合
わ

せ
て
29
年
度
と
同
額

の
3
5
5
億
4
0
0

0
万
円
が
確
保
さ
れ

た
。②

に
つ
い
て
。30
年

度
防
衛
省
予
算
に
お

い
て
、歳
出
ベ
ー
ス
で

29
年
度
比
1
1
1
億
2
7
0
0
万

円
増
（
9
・
1
％
増
）
の
1
3
3

1
億
4
7
0
0
万
円
が
確
保
さ
れ

た
。

12

治
安
対
策
の
強
化
等

29
年
7
月
の
要
望
書
に
、
再
犯

防
止
に
向
け
た
教
育
・
職
業
訓
練

の
充
実
、
人
的
・
物
的
基
盤
整
備

な
ど
を
追
加
し
、
要
望
し
た
。

再
犯
防
止
の
た
め
の
施
設
内
処

遇
及
び
社
会
内
処
遇
の
充
実
強
化

に
29
年
度
比
7
億
5
2
0
0
万
円

増
（
6
・
1
％
増
）
の
1
3
0
億

1
0
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
、
職

業
訓
練
の
拡
充
や
保
護
司
制
度
の

基
盤
整
備
な
ど
が
図
ら
れ
る
。

13

北
方
領
土
返
還

第
93
回
定
期
総
会
と
第
1
0
3

回
評
議
員
会
に
お
け
る
北
海
道
部

会
提
出
議
案
「
北
方
領
土
の
早
期

解
決
等
に
つ
い
て
」
の
要
望
内
容

を
含
め
て
、
国
内
・
国
際
世
論
の

喚
起
の
た
め
の
啓
発
活
動
、
青
少

年
に
対
す
る
北
方
領
土
教
育
の
充

実
、
返
還
要
求
運
動
の
後
継
者
育

成
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

30
年
度
内
閣
府
北
方
対
策
本
部

予
算
に
お
い
て
、
29
年
度
比
8
0

0
0
万
円
増
（
5
・
0
％
増
）
の

16
億
8
8
0
0
万
円
が
確
保
さ
れ
、

次
世
代
啓
発
の
強
化
な
ど
に
予
算

の
重
点
化
が
図
ら
れ
る
。

14

竹
島
の
領
有
権
確
立

竹
島
の
領
有
権
確
立
に
向
け
、

さ
ら
な
る
国
内
世
論
の
喚
起
や
国

際
社
会
へ
の
ア
ピ
ー
ル
な
ど
の
対

策
の
強
化
を
要
望
し
た
。

内
閣
官
房
領
土
・
主
権
対
策
企

画
調
整
室
予
算
に
29
年
度
比
6
0

0
万
円
減
（
4
・
9
％
）
減
の
1

億
1
6
0
0
万
円
が
計
上
さ
れ
て

い
る
。

30
年
1
月
25
日
、
竹
島
な
ど
が

日
本
固
有
の
領
土
で
あ
る
こ
と
を

裏
付
け
る
公
文
書
や
写
真
な
ど
を

展
示
、
日
本
の
立
場
を
発
信
す
る

「
領
土
・
主
権
展
示
館
」
が
オ
ー

プ
ン
し
た
。

【
3
面
下
へ
続
く
】

竹島が日本固有の領土であることを示す展示物
【出典＝領土・主権展示館ホームページ】
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ま
た
、
文
部
科
学
省
か
ら
公
表

さ
れ
た
高
等
学
校
の
次
期
学
習
指

導
要
領
の
改
訂
案（
34
年
度
か
ら
）

で
は
、
竹
島
が
「
我
が
国
の
固
有

の
領
土
で
あ
る
」
こ
と
が
初
め
て

明
記
さ
れ
た
。
29
年
3
月
に
改
訂

さ
れ
た
小
中
学
校
の
指
導
要
領
に

も
同
様
に
記
述
さ
れ
て
い
る
（
▽

小
学
校
�
32
年
度
か
ら
▽
中
学
校

�
33
年
度
か
ら
）
。

15

日
米
地
位
協
定
の
抜
本
的
な

改
定

第
93
回
定
期
総
会
に
お
け
る
九

州
部
会
提
出
議
案
「
日
米
地
位
協

定
の
抜
本
的
な
改
定
に
つ
い
て
」

の
要
望
内
容
と
同
様
に
、
日
米
地

位
協
定
の
抜
本
的
な
改
定
を
要
望

し
た
。

30
年
4
月
18
日
現
在
、
抜
本
的

な
改
定
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

16

人
権
救
済
制
度
の
確
立

人
権
教
育
・
啓
発
の
推
進
、
実

効
性
あ
る
人
権
救
済
制
度
の
確
立

を
要
望
し
た
。

共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
人

権
擁
護
施
策
の
推
進
と
し
て
、
29

年
度
比
2
4
0
0
万
円
増
（
0
・

7
％
増
）
の
34
億
7
0
0
万
円
が

確
保
さ
れ
た
。
人
権
侵
害
に
よ
る

被
害
者
救
済
活
動
な
ど
全
国
的
視

点
に
立
っ
た
人
権
啓
発
活
動
が
実

施
さ
れ
る
。

地
方
財
政
委
員
会

地
方
財
政
委
員
会
の
30
年
度
の

要
望
は
①
平
成
30
年
度
税
制
改
正

等
②
平
成
30
年
度
地
方
財
政
対
策

③
地
方
創
生
及
び
地
方
分
権
改
革

の
推
進
④
防
災
・
減
災
対
策
の
充

実
強
化
⑤
平
成
30
年
度
地
方
債
計

画
等
⑥
地
方
公
営
企
業
⑦
国
庫
補

助
負
担
金
―
に
つ
い
て
の
7
項
目

を
大
き
な
柱
と
し
た
。

要
望
項
目
が
多
数
の
た
め
、
主

に
重
点
要
望
事
項
及
び
第
93
回
定

期
総
会
（
29
年
5
月
24
日
開
催
）
、

第
1
0
3
回
評
議
員
会
（
29
年
11

月
8
日
開
催
）
で
地
財
委
に
付
託

さ
れ
た
部
会
提
出
決
議
に
関
す
る

要
望
項
目
に
対
す
る
結
果
を
中
心

に
掲
載
す
る
。

1

平
成
30
年
度
税
制
改
正
等

重
点
要
望
事
項
と
し
て
、
①
地

方
税
制
の
拡
充
強
化
。
税
源
の
偏

在
性
が
小
さ
く
、
税
収
が
安
定
的

な
地
方
税
体
系
の
構
築
②
固
定
資

産
税
の
安
定
的
確
保
。
償
却
資
産

に
係
る
固
定
資
産
税
の
現
行
制
度

の
堅
持
③
ゴ
ル
フ
場
利
用
税
の
現

行
制
度
の
堅
持
④
市
町
村
の
森
林

整
備
に
お
け
る
安
定
的
な
財
源
と

し
て
の
森
林
環
境
税
（
仮
称
）
の

構
築
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
「
平
成
30
年
度

税
制
改
正
大
綱
」
（
与
党
大
綱
）

で
は
、
偏
在
性
の
小
さ
い
地
方
税

体
系
の
構
築
に
向
け
、
消
費
税
率

10
％
段
階
で
地
方
法
人
特
別
税
・

譲
与
税
が
廃
止
さ
れ
法
人
事
業
税

に
復
元
さ
れ
る
こ
と
な
ど
も
踏
ま

え
、
31
年
度
税
制
改
正
で
結
論
を

得
る
と
さ
れ
た
。

②
に
つ
い
て
。
生
産
性
革
命
集

中
投
資
期
間
中
の
臨
時
、
異
例
の

措
置
と
し
て
、
生
産
性
向
上
の
実

現
の
た
め
の
臨
時
措
置
法（
仮
称
）

に
よ
り
、
市
町
村
が
主
体
的
に
作

成
し
た
計
画
に
基
づ
く
中
小
企
業

の
一
定
の
設
備
投
資
の
固
定
資
産

税
を
2
分
の
1
か
ら
ゼ
ロ
ま
で
軽

減
す
る
こ
と
を
条
例
で
可
能
と
す

る
3
年
間
の
時
限
的
特
例
措
置
を

創
設
。
28
年
度
創
設
の
現
行
特
例

措
置
は
30
年
度
末
で
廃
止
さ
れ
る
。

固
定
資
産
が
市
町
村
財
政
を
支

え
る
基
幹
税
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、

償
却
資
産
に
対
す
る
固
定
資
産
税

制
度
は
堅
持
す
る
と
さ
れ
た
。

③
に
つ
い
て
。
ゴ
ル
フ
場
利
用

税
は
現
行
制
度
を
堅
持
し
、
今
後

長
期
的
に
検
討
す
る
と
さ
れ
た
。

④
に
つ
い
て
。
森
林
整
備
等
に

必
要
な
地
方
財
源
の
安
定
的
確
保

に
向
け
、
今
通
常
国
会
で
の
森
林

関
連
法
令
の
見
直
し
を
踏
ま
え
31

年
度
税
制
改
正
に
て
森
林
環
境
税

（
仮
称
）
、
森
林
環
境
譲
与
税
（
仮

称
）
が
創
設
さ
れ
る
。

森
林
環
境
税
は
国
税
と
し
て
国

民
一
人
ひ
と
り
か
ら
徴
収
す
る
。

36
年
度
か
ら
年
額
1
0
0
0
円
を

課
税
し
、
市
町
村
が
個
人
住
民
税

と
併
せ
て
賦
課
徴
収
。
都
道
府
県

を
経
由
し
て
全
額
を
国
の
譲
与
税

特
別
会
計
に
払
い
込
む
。
個
人
住

民
税
に
準
じ
非
課
税
の
範
囲
、
減

免
、
納
付
・
納
入
、
罰
則
等
に
関

し
て
所
要
の
措
置
が
行
わ
れ
る
。

森
林
環
境
譲
与
税
は
31
年
度
か

ら
譲
与
さ
れ
る
。
譲
与
総
額
は
森

林
環
境
税
（
仮
称
）
の
収
入
額
（
全

額
）
の
相
当
額
。
譲
与
団
体
は
都

道
府
県
や
市
町
村
。
市
町
村
で
は

間
伐
や
人
材
育
成
・
担
い
手
の
確

保
、
木
材
利
用
の
促
進
や
普
及
啓

発
な
ど
の
森
林
整
備
・
促
進
に
充

て
ら
れ
る
。
譲
与
基
準
は
市
町
村

で
は
総
額
の
9
割
を
私
有
林
人
工

林
面
積
（
10
分
の
5
）
、
林
業
就

業
者
数
（
10
分
の
2
）
、
人
口
（
10

分
の
3
）
で
按
分
（
私
有
林
人
工

林
面
積
は
林
野
率
で
補
正
）
。
都

道
府
県
は
総
額
の
1
割
を
市
町
村

と
同
基
準
で
按
分
。
35
年
度
ま
で

の
譲
与
財
源
は
、
譲
与
税
特
別
会

計
の
借
り
入
れ
で
対
応
し
、
森
林

環
境
税
の
税
収
の
一
部
で
償
還
す

る
。
市
町
村
の
体
制
整
備
に
伴
い
、

徐
々
に
増
加
す
る
よ
う
譲
与
額
を

設
定
。
創
設
当
初
は
市
町
村
へ
の

譲
与
割
合
は
8
割
で
段
階
的
に
9

割
に
移
行
す
る
。

そ
の
他
、
地
方
税
源
等
の
充
実

確
保
と
し
て
、
①
個
人
住
民
税
の

充
実
確
保
②
基
地
交
付
金
・
調
整

交
付
金
の
所
要
額
確
保
―
な
ど
を

要
望
し
て
い
る
。

①
に
つ
い
て
。
個
人
所
得
課
税

が
見
直
さ
れ
た
。
給
与
所
得
控
除

・
公
的
年
金
等
控
除
が
そ
れ
ぞ
れ

10
万
円
引
き
下
げ
ら
れ
、
基
礎
控

除
が
10
万
円
引
き
上
げ
ら
れ
る
。

控
除
額
は
33
万
円
か
ら
43
万
円
へ

増
と
な
っ
た
。
給
与
所
得
控
除
上

限
の
給
与
収
入
が
1
0
0
0
万
円

か
ら
8
5
0
万
円
に
引
き
下
げ
ら

れ
、
控
除
上
限
額
は
、
2
2
0
万

円
か
ら
1
9
5
万
円
と
な
る
。
公

的
年
金
等
収
入
が
1
0
0
0
万
円

超
の
場
合
、
控
除
の
上
限
額
は
1

9
5
万
5
0
0
0
円
と
な
っ
た
。

公
的
年
金
等
収
入
以
外
の
所
得
金

額
が
1
0
0
0
万
円
超
で
は
10
万

円
、
2
0
0
0
万
円
超
で
は
20
万

【
4
面
へ
続
く
】

【
2
面
か
ら
続
く
】

図 森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）の制度設計イメージ
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円
控
除
額
が
引
き
下
げ
ら
れ
る
。

合
計
所
得
金
額
2
4
0
0
万
円

超
2
4
5
0
万
円
以
下
は
控
除
額

29
万
円
。
合
計
所
得
金
額
2
4
5

0
万
円
超
2
5
0
0
万
円
以
下
は

控
除
額
15
万
円
。
合
計
所
得
金
額

2
5
0
0
万
円
超
は
非
適
用
と
さ

れ
た
。

②
に
つ
い
て
。
地
方
行
政
委
員

会
「
11
」
（
2
面
に
掲
載
）
を
参

照
。

2

平
成
30
年
度
地
方
財
政
対
策

重
点
要
望
と
し
て
、
①
地
方
税

・
地
方
交
付
税
等
の
一
般
財
源
総

額
の
確
保
②
地
方
財
政
計
画
へ
必

要
な
歳
出
の
別
枠
で
の
計
上
な
ど
、

地
域
の
実
情
を
踏
ま
え
た
措
置
―

な
ど
を
要
望
し
た
。

①
に
つ
い
て
。
30
年
度
地
方
財

政
対
策
に
お
い
て
、
一
般
財
源
総

額
は
29
年
度
比
3
5
6
億
円
増

（
0
・
1
％
増
）
の
62
兆
1
1
5

9
億
円
が
確
保
さ
れ
た
。

地
方
税
は
29
年
度
比
3
6
3
1

億
円
増
の
39
兆
4
2
9
4
億
円
と

見
込
ま
れ
た
。
地
方
交
付
税
（
交

付
ベ
ー
ス
）
は
同
3
2
1
3
億
円

減
（
2
・
0
％
減
）
の
16
兆
85
億

円
、
臨
時
財
政
対
策
債
は
、
29
年

度
比
5
8
7
億
円
減
（
1
・
5
％

減
）
の
3
兆
9
8
6
5
億
円
と
な

っ
た
。
8
月
末
の
概
算
要
求
時
点

で
見
込
ん
で
い
た
交
付
税
4
0
3

4
億
円
減
（
2
・
5
％
減
）
、
臨

財
債
5
2
2
2
億
円
増
（
12
・
9

％
増
）
よ
り
、
交
付
税
の
減
を
抑

制
し
、
臨
財
債
は
増
か
ら
減
へ
と

抑
制
さ
れ
た
こ
と
と
な
る
。

②
に
つ
い
て
。
危
機
対
応
モ
ー

ド
か
ら
平
時
モ
ー
ド
へ
の
切
り
替

え
を
進
め
る
た
め
、
地
方
財
政
計

画
に
、
公
共
施
設
等
の
老
朽
化
対

策
や
社
会
保
障
関
係
の
地
方
単
独

事
業
費
に
対
応
す
る
た
め
の
歳
出

1
9
5
0
億
円
を
確
保
し
た
う
え

で
、
歳
出
特
別
枠
（
29
年
度
1
9

5
0
億
円
）
が
廃
止
さ
れ
た
。

ま
た
、
地
方
財
源
の
充
実
確
保

と
し
て
、
公
共
施
設
等
の
老
朽
化

対
策
の
所
要
額
確
保
な
ど
の
要
望

で
は
公
共
施
設
等
適
正
管
理
推
進

事
業
費
に
河
川
、
港
湾
等
の
長
寿

命
化
事
業
等
が
追
加
さ
れ
、
29
年

度
比
1
0
0
0
億
円
増
（
25
・
0

％
増
）
の
5
0
0
0
億
円
が
計
上

さ
れ
た
。

3

地
方
創
生
及
び
地
方
分
権
改

革
の
推
進

①
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

事
業
費
の
拡
充
・
継
続
②
地
方
創

生
推
進
交
付
金
の
継
続
・
総
額
確

保
③
地
方
大
学
・
地
域
産
業
創
生

交
付
金
の
所
要
額
確
保
④
地
方
分

権
改
革
の
推
進
―
な
ど
を
要
望
し

た
。①

に
つ
い
て
。
地
方
公
共
団
体

が
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
、
自
主

的
・
主
体
的
に
地
方
創
生
に
取
り

組
め
る
よ
う
に
、
30
年
度
地
方
財

政
計
画
に
お
い
て
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
事
業
費
が
引
き
続
き

1
兆
円
計
上
さ
れ
た
。

②
に
つ
い
て
。
地
方
公
共
団
体

の
自
主
的
・
主
体
的
・
先
導
的
な

取
り
組
み
を
支
援
す
る
た
め
地
方

創
生
推
進
交
付
金
に
29
年
度
と
同

額
の
1
0
0
0
億
円
が
計
上
さ
れ

て
い
る
。

③
に
つ
い
て
。
国
が
策
定
す
る

産
業
振
興
・
専
門
人
材
育
成
等
に

関
す
る
基
本
方
針
を
踏
ま
え
、
首

長
主
宰
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構

築
し
、
地
域
の
産
業
振
興
・
専
門

人
材
育
成
の
計
画
を
策
定
。
地
方

公
共
団
体
や
地
方
大
学
等
の
事
業

の
う
ち
、
国
の
有
識
者
委
員
会
審

査
で
認
定
を
受
け
た
も
の
に
、
新

交
付
金
に
よ
り
支
援
（
原
則
5
年

間
）
す
る
地
方
大
学
・
地
域
産
業

創
生
事
業
が
創
設
さ
れ
、
1
0
0

億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

④
に
つ
い
て
。
29
年
12
月
26
日

に
「
平
成
29
年
の
地
方
か
ら
の
提

案
等
に
関
す
る
対
応
方
針
」
が
閣

議
決
定
さ
れ
、
提
案
事
項
2
0
7

件
の
う
ち
、
1
8
6
件
（
89
・
9

％
）
が
実
現
・
対
応
可
能
と
さ
れ

た
。ま

た
、
こ
の
対
応
方
針
を
踏
ま

え
た
「
地
域
の
自
主
性
及
び
自
立

性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進

を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備

に
関
す
る
法
律
案（
第
8
次
地
方

分
権
一
括
法
案
）」
が
30
年
3
月

9
日
、
国
会
に
提
出
さ
れ
て
い
る

（
閣
議
決
定
時
の
記
事
を
2
0
4

4
号
2
面
に
掲
載
）
。

4

防
災
・
減
災
対
策
の
充
実
強

化5
委
員
会
共
通
の
要
望
項
目
。

地
方
行
政
委
員
会
「
6
」
（
2
面

に
掲
載
）
を
参
照
。

5

平
成
30
年
度
地
方
債
計
画

①
公
的
資
金
補
償
金
免
除
繰
上

償
還
の
要
件
緩
和
と
再
実
施
②
公

共
施
設
等
適
正
管
理
推
進
事
業
債

の
延
長
―
な
ど
を
要
望
し
た
。

①
は
第
93
回
総
会
に
お
け
る
近
畿

部
会
提
出
議
案
「
公
的
資
金
補
償

金
免
除
繰
上
償
還
の
要
件
を
緩
和

し
た
上
で
の
実
施
に
つ
い
て
」
と

同
様
の
内
容
。
②
は
第
1
0
3
回

評
議
員
会
に
お
け
る
関
東
部
会
提

出
議
案
「
公
共
施
設
適
正
管
理
推

進
事
業
債
の
期
間
延
長
に
つ
い

て
」
で
要
望
し
て
い
る
。

①
に
つ
い
て
。
30
年
2
月
9
日
、

30
年
度
か
ら
33
年
度
ま
で
に
一
定

の
要
件
の
下
で
水
道
・
下
水
道
事

業
に
係
る
公
共
施
設
等
運
営
権
を

設
定
し
た
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、

旧
資
金
運
用
部
資
金
の
繰
り
上
げ

償
還
を
認
め
、
地
方
債
の
元
金
償

還
金
以
外
の
金
銭
を
受
領
し
な
い

と
す
る
「
民
間
資
金
等
の
活
用
に

よ
る
公
共
施
設
等
の
整
備
等
の
促

進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
案
」
が
国
会
に
提
出
さ

れ
て
い
る
。

②
に
つ
い
て
。
30
年
4
月
18
日

現
在
、
実
現
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

6

地
方
公
営
企
業

公
営
企
業
繰
出
金
と
公
営
企
業

債
の
所
要
額
確
保
な
ど
を
要
望
し

た
。公

営
企
業
繰
出
金
は
、
30
年
度

地
方
財
政
対
策
に
約
2
兆
5
6
0

0
億
円
（
29
年
度
2
兆
5
2
5
6

億
円
）
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。
公

営
企
業
債
は
、
30
年
度
地
方
債
計

画
で
上
・
下
水
道
、
交
通
、
病
院

等
社
会
資
本
の
整
備
推
進
の
た
め
、

29
年
度
比
61
億
円
減
（
0
・
2
％

減
）
の
2
兆
5
0
6
9
億
円
が
計

上
さ
れ
て
い
る
。

7

国
庫
補
助
負
担
金

国
庫
支
出
金
に
つ
い
て
、
平
成

30
年
度
地
方
財
政
対
策
に
29
年
度

比
2
0
0
0
億
円
増
（
1
・
5
％

増
）
の
13
兆
7
0
0
0
億
円
が
歳

入
に
計
上
さ
れ
て
い
る
。

※ 平成30年度地方財政対策の概要から抜粋
※ 公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画等に位置づけられた事業が対象

表「公共施設等適正管理推進事業債」の対象事業及び地方交付税措置の拡充
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全
国
自
治

体
病
院
経
営

都
市
議
会
協

議
会
（
会
長

�
増
田
暢
之

磐
田
市
議
会

議
長
）
は
4

月
6
日
、
都

市
セ
ン
タ
ー

ホ
テ
ル
で
正

副
会
長
・
監

事
・
相
談
役

会
議
を
開
催

し
た
。

会
議
で
は
、増
田
会
長
か
ら「
自

治
体
病
院
は
、
公
的
医
療
機
関
で

な
け
れ
ば
対
応
困
難
な
多
く
の
不

採
算
医
療
を
担
い
、
非
常
に
厳
し

い
経
営
を
迫
ら
れ
て
い
る
。
今
後

も
引
き
続
き
、
自
治
体
病
院
の
安

定
的
経
営
、
持
続
可
能
な
地
域
医

療
の
確
保
に
向
け
、
精
力
的
な
活

動
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
と

考
え
る
」
な
ど
の
挨
拶
を
し
た
。

そ
の
後
、
事
務
報
告
、
平
成
29
年

度
要
望
結
果
を
了
承
し
、
協
議
に

入
っ
た
。

協
議
で
は
平
成
29
年
度
決
算
に

つ
い
て
、
監
事
を
代
表
し
て
、
鈴

木
啓
一
監
事
（
北
茨
城
市
議
会
議

長
）
か
ら
監
査
結
果
の
報
告
が
あ

り
、
説
明
、
報
告
の
通
り
了
承
し

た
。
監
査
結
果
に
つ
い
て
は
、
5

月
9
日
開
催
の
第
76
回
理
事
会
、

第
46
回
総
会
で
報
告
す
る
。
平
成

30
年
度
事
業
計
画
案
、
平
成
30
年

度
会
議
・
活
動
日
程
案
、
平
成
30

年
度
予
算
案
、
総
会
決
議
案
に
つ

い
て
も
原
案
の
通
り
了
承
し
、
理

事
会
に
諮
る
こ
と
と
し
た
。

総
務
省
は
3
月
30
日
、
「
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員
及
び
長
の

所
属
党
派
別
人
員
調
」
（
29
年
12
月
31
日
現
在
の
在
職
者
の
立
候
補
届

出
時
）
を
公
表
し
た
。
調
査
結
果
か
ら
、
市
区
議
会
議
員
に
つ
い
て
、

抜
粋
し
て
掲
載
す
る
。
な
お
、
同
調
査
結
果
は
、
「
地
方
公
共
団
体
の

長
の
連
続
就
任
回
数
調
」
「
平
成
29
年
中
に
お
け
る
地
方
公
共
団
体
の

議
会
の
議
員
及
び
長
の
選
挙
の
執
行
件
数
調
」
と
併
せ
、
総
務
省
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
（h
ttp
:
//w
w
w
.so
u
m
u
.g
o
.jp
/se
n
k
y
o
/se

n
k
y
o
_
s/d
a
ta
/sy
o
zo
k
u
/h
2
9
.h
tm
l

）
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
。

議
員
の
60
・
8
％
が
無
所
属

29
年
12
月
31
日
現
在
の
市
区
議

会
議
員
の
定
数
合
計
1
万
9
3
9

9
人
か
ら
欠
員
2
9
6
人
を
除
い

た
1
万
9
1
0
3
人
の
う
ち
、
公

明
党
が
2
3
1
0
人
で
全
体
の
12

・
1
％
を
占
め
、
最
多
と
な
っ
た
。

次
い
で
、
自
由
民
主
党
が
1
9
1

4
人
、
日
本
共
産
党
が
1
8
6
6

人
と
続
く
（
表
参
照
）
。

無
所
属
は
1
万
1
6
0
7
人
で
、

議
員
数
は
28
年
と
比
べ
1
3
6
人

減
、
割
合
は
60
・
8
％
と
な
っ
て

い
る
。
本
紙
の
調
べ
で
は
、
無
所

属
の
割
合
は
18
年
の
68
・
4
％
を

ピ
ー
ク
に
年
々
減
少
し
て
い
る
。

女
性
議
員
の
割
合
は
14
・
9
％

29
年
を
含
め
た
近
5
年
の
全
市

区
議
会
議
員
に
占
め
る
女
性
議
員

の
数
と
割
合
の
推
移
を
取
り
ま
と

め
た
も
の
が
グ
ラ
フ
と
な
る
。

女
性
議
員
は
2
8
5
5
人
で
、

28
年
と
比
べ
37
人
増
加
し
た
。
全

体
に
占
め
る
割
合
は
14
・
9
％
で
、

0
・
3
ポ
イ
ン
ト
の
増
加
と
な
っ

た
。
女
性
議
員
数
・
割
合
と
も
に

過
去
最
多
・
最
高
だ
っ
た
。
本
紙

の
調
べ
で
は
、
女
性
議
員
の
割
合

は
近
12
年
間
増
加
を
続
け
て
い
る
。

平成28年12月

11.9％

9.9％

9.9％

3.5％

1.2％

0.1％

―

―

0.0％

0.0％

2.5％

61.0％

2,295

1,898

1,903

680

227

25

―

―

8

4

477

11,743

19,260

261

19,521

平成29年12月

12.1％

10.0％

9.8％

3.4％

1.2％

0.3％

0.0％

0.0％

―

―

2.5％

60.8％

2,310

1,914

1,866

652

220

49

2

2

―

―

481

11,607

19,103

296

19,399

年
党派

公 明 党

自 由 民 主 党

日 本 共 産 党

民 進 党

社 会 民 主 党

日本維新の会

立 憲 民 主 党

自 由 党

日本のこころ

元 気

諸 派

無 所 属

計

欠 員

定 数 合 計

※地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調
（各年12月31日現在）を基に本紙が作成した。

監査結果を報告する鈴木監事

グラフ 全市区議会議員に占める女性議員
の数と割合の推移

棒 グ ラ フ：女性議員の数（右目盛）
折線グラフ：女性議員の割合（左目盛）

30年度事業計画案・予算案を審議

女
性
議
員
は
2
8
5
5
人
、14
・
9
％

病院協 正副会長・監事・相談役会議

―
総
務
省

地
方
議
会
議
員
の
所
属
党
派
調

※地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調（両年12月31日現
在）を基に本紙が作成した。
※構成比（％）は、それぞれ小数点以下第二位を四捨五入しているため、計
は100％とならない。
※構成比（%）において、四捨五入して0．1%にみたないものについては「0．
0」と表記している。
※昨年度、日本のこころ（日本のこころを大切にする党）、元気（日本を元気
にする党）として計上した者は、今年度は「諸派」として計上している。

表 市区議会議員の所属党派別人員調【単位：人】

病院協 正副会長・監事・相談役会議の模様

挨拶する増田会長

（5） 平成30年4月25日 第2046号全 国 市 議 会 旬 報
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※
年
の
表
記
が
な
い
も
の
は
30
年

▼
議
長

▽
志
摩

中
村
和
晃（
29
・
11
・
14
）

▽
太
宰
府

橋
本
健（
29
・
12
・
12
）

▽
富
良
野

日
里
雅
至（
29
・
12
・
27
）

▽
潮
来

薄
井
征
記（
2
・
13
）

▽
松
浦

椎
山
賢
治（
2
・
13
）

▽
宮
古
島

佐
久
本
洋
介（
2
・
19
）

▽
新
座

島
田
久
仁
代（
2
・
20
）

▽
焼
津

松
本
修
藏（
2
・
21
）

▽
高
島

廣
本
昌
久（
2
・
21
）

▽
今
治

越
智

豊（
2
・
21
）

▽
潟
上

西
村

武（
2
・
22
）

▽
瑞
浪

熊
澤
清
和（
2
・
22
）

▽
三
豊

詫
間
政
司（
2
・
22
）

▽
各
務
原

川
瀨
勝
秀（
2
・
26
）

▽
つ
く
ば
み
ら
い

染
谷
礼
子（
2
・
28
）

▽
前
橋

三
森
和
也（
2
・
28
）

▽
境
港

柊

康
弘（
2
・
28
）

▽
名
護

宮
城
弘
子（
2
・
28
）

▽
白
山

永
井
徹
史（
3
・
1
）

▽
小
城

中
島
正
之（
3
・
1
）

▽
上
野
原

山
口
好
昭（
3
・
5
）

▽
神
栖

藤
田
昭
泰（
3
・
5
）

▽
四
街
道

戸
田
由
紀
子（
3
・
5
）

▽
橿
原た

け
だ
や
す
ひ
こ（
3
・
5
）

▽
渋
川

茂
木
弘
伸（
3
・
7
）

▽
町
田

若
林
章
喜（
3
・
9
）

▽
長
崎

五
輪
清
隆（
3
・
15
）

▽
白
河

筒
井
孝
充（
3
・
16
）

▽
珠
洲

三
盃
三
千
三（
3
・
16
）

▽
志
木

河
野
芳
徳（
3
・
16
）

▽
宇
都
宮

小
林
紀
夫（
3
・
23
）

▽
飛
驒

高
原
邦
子（
3
・
23
）

▽
奥
州

小
野
寺
隆
夫（
3
・
27
）

▽
洲
本

福
本

巧（
3
・
27
）

▼
副
議
長

▽
志
摩

山
下
弘（
29
・
11
・
14
）

▽
吉
川

五
十
嵐
惠
千
子（
2
・
5
）

▽
潮
来

笠
間
丈
夫（
2
・
13
）

▽
松
浦

﨑
田
廣
美（
2
・
13
）

▽
高
島

吹
田

薫（
2
・
21
）

▽
今
治

矢
野
雄
嗣（
2
・
21
）

▽
潟
上

児
玉
春
雄（
2
・
22
）

▽
駒
ヶ
根

坂
本
裕
彦（
2
・
22
）

▽
瑞
浪

加
藤
輔
之（
2
・
22
）

▽
三
豊

込
山
文
𠮷（
2
・
22
）

▽
滑
川

開
田
晃
江（
2
・
23
）

▽
大
野

廣
田
憲
徳（
2
・
26
）

▽
各
務
原

池
戸
一
成（
2
・
26
）

▽
つ
く
ば
み
ら
い

古
舘
千
恵
子（
2
・
28
）

▽
前
橋

浅
井
雅
彦（
2
・
28
）

▽
境
港

平
松
謙
治（
2
・
28
）

▽
名
護

長
山

隆（
2
・
28
）

▽
白
山

吉
本
史
宏（
3
・
1
）

▽
守
谷

高
橋
典
久（
3
・
1
）

▽
小
城

市
丸
典
夫（
3
・
1
）

▽
上
野
原

小
俣

修（
3
・
5
）

▽
四
街
道

中
島
康
一（
3
・
5
）

▽
橿
原

奥
田
英
人（
3
・
5
）

▽
豊
後
高
田

近
藤
紀
男（
3
・
6
）

▽
渋
川

田
邊
寛
治（
3
・
7
）

▽
町
田

佐
藤
和
彦（
3
・
9
）

▽
日
野

清
水
登
志
子（
3
・
9
）

▽
長
崎

浦
川
基
継（
3
・
15
）

▽
志
木

吉
川
義
郎（
3
・
16
）

▽
富
士
見

八
子
朋
弘（
3
・
20
）

▽
金
沢

角
野
恵
美
子（
3
・
23
）

▽
野
々
市

西
本
政
之（
3
・
23
）

▽
宇
都
宮

塚
原
毅
繁（
3
・
23
）

▽
奥
州

佐
藤
郁
夫（
3
・
27
）

▽
洲
本

柳
川
真
一（
3
・
27
）

▼
事
務
局
長

▽
太
宰
府

阿
部
宏
亮（
28
・
4
・
1
）

▽
潮
来

仲
澤
正
夫（
29
・
4
・
1
）

▽
小
樽

中
田
克
浩（
4
・
1
）

▽
留
萌

近
藤

豊（
4
・
1
）

▽
赤
平

井
波
雅
彦（
4
・
1
）

▽
砂
川

和
泉

肇（
4
・
1
）

▽
深
川

伊
藤
澄
男（
4
・
1
）

▽
伊
達
（
北
海
道
）

坂
元
正
光（
4
・
1
）

▽
弘
前

高
橋
晋
二（
4
・
1
）

▽
黒
石

三
上
亮
介（
4
・
1
）

▽
宮
古

菊
地
俊
二（
4
・
1
）

▽
花
巻

髙
橋

靖（
4
・
1
）

▽
久
慈

夏
井
正
悟（
4
・
1
）

▽
遠
野

菊
池

享（
4
・
1
）

▽
二
戸

米
澤
幸
彦（
4
・
1
）

▽
滝
沢

井
上
裕
司（
4
・
1
）

▽
仙
台

木
村
洋
二（
4
・
1
）

▽
気
仙
沼

昆
野
克
浩（
4
・
1
）

▽
横
手

佐
藤
雅
義（
4
・
1
）

▽
鹿
角

金
澤

修（
4
・
1
）

▽
長
井

松
木

満（
4
・
1
）

▽
天
童

佐
藤

雅（
4
・
1
）

▽
福
島

下
田
正
樹（
4
・
1
）

▽
会
津
若
松

猪
俣
建
二（
4
・
1
）

▽
白
河

齋
藤

稔（
4
・
1
）

▽
二
本
松

高
野
淳
一（
4
・
1
）

▽
田
村

橋
本
佐
敏（
4
・
1
）

▽
新
潟

山
下

洋（
4
・
1
）

▽
見
附

池
山
久
栄（
4
・
1
）

▽
黒
部

鍋
谷

悟（
4
・
1
）

▽
加
賀

宮
地

徹（
4
・
1
）

▽
能
美

田
甫
武
文（
4
・
1
）

▽
松
本

市
川
英
治（
4
・
1
）

▽
飯
山

栗
岩
康
彦（
4
・
1
）

▽
青
梅

梅
林

繁（
4
・
1
）

▽
福
生

齊
藤

功（
4
・
1
）

▽
清
瀬

粕
谷
靖
宏（
4
・
1
）

▽
板
橋

太
野
垣
孝
範（
4
・
1
）

▽
山
梨

角
田
弘
樹（
4
・
1
）

▽
甲
州

坂
本
敏
己（
4
・
1
）

▽
土
浦

塚
本
哲
生（
4
・
1
）

▽
つ
く
ば

新
井
隆
男（
4
・
1
）

▽
坂
東

鈴
木
和
幸（
4
・
1
）

▽
宇
都
宮

水
沼
忠
雄（
4
・
1
）

▽
足
利

松
村
伸
二（
4
・
1
）

▽
小
山

小
野
里
弘（
4
・
1
）

▽
那
須
烏
山

大
谷
啓
夫（
4
・
1
）

▽
前
橋

角
田
文
明（
4
・
1
）

▽
み
ど
り

髙
橋
健
夫（
4
・
1
）

▽
秩
父

青
野
孝
司（
4
・
1
）

▽
春
日
部

白
子
高
史（
4
・
1
）

▽
三
郷

増
田
道
夫（
4
・
1
）

▽
坂
戸

大
澤
淳
一（
4
・
1
）

▽
松
戸

荒
川
浩
二（
4
・
1
）

▽
東
金

石
橋
浩
幸（
4
・
1
）

▽
浦
安

花
田
幸
雄（
4
・
1
）

▽
八
街

岡
本
裕
之（
4
・
1
）

▽
香
取

宮
﨑
秀
行（
4
・
1
）

▽
沼
津

岩
﨑
克
己（
4
・
1
）

▽
伊
東

稲
葉
和
正（
4
・
1
）

▽
富
士

石
川
伸
宏（
4
・
1
）

▽
伊
豆
の
国

増
島
清
二（
4
・
1
）

▽
牧
之
原

植
田

勝（
4
・
1
）

▽
瀬
戸

加
藤
都
志
雄（
4
・
1
）

▽
津
島

高
林
茂
宏（
4
・
1
）

▽
豊
田

伊
藤
勝
介（
4
・
1
）

▽
尾
張
旭

三
浦

明（
4
・
1
）

▽
日
進

森
本
幸
治（
4
・
1
）

▽
志
摩

谷

主
税（
4
・
1
）

▽
美
濃

市
原
義
則（
4
・
1
）

▽
枚
方

福
岡
一
博（
4
・
1
）

▽
舞
鶴

岡
野
昌
和（
4
・
1
）

▽
向
日

野
田
真
里（
4
・
1
）

▽
近
江
八
幡

山
下
彰
人（
4
・
1
）

▽
甲
賀

呉
竹
弘
一（
4
・
1
）

▽
高
島

田
谷
伸
雄（
4
・
1
）

▽
米
原

木
村
浩
樹（
4
・
1
）

▽
長
浜

改
田
文
洋（
4
・
1
）

▽
姫
路

樫
本
公
彦（
4
・
1
）

▽
高
砂

中
安
正
人（
4
・
1
）

▽
宍
粟

宮
﨑
一
也（
4
・
1
）

▽
宇
陀

埜
中
啓
義（
4
・
1
）

▽
田
辺

千
品
繁
俊（
4
・
1
）

▽
紀
の
川

中
野
朋
哉（
4
・
1
）

▽
安
来

平
井

薫（
4
・
1
）

▽
倉
敷

澤
田
順
一（
4
・
1
）

▽
瀬
戸
内

岡
田

誠（
4
・
1
）

▽
萩

濱
村
祥
一（
4
・
1
）

▽
光

蔵
下
敏
幸（
4
・
1
）

▽
善
通
寺

中
山

淳（
4
・
1
）

▽
西
条

北
須
賀
仁
志（
4
・
1
）

▽
朝
倉

石
井
清
治（
4
・
1
）

▽
八
女

古
賀
安
博（
4
・
1
）

▽
小
郡

日
吉
和
喜
子（
4
・
1
）

▽
伊
万
里

古
賀

均（
4
・
1
）

▽
平
戸

久
松
正
英（
4
・
1
）

▽
松
浦

末
永
和
彦（
4
・
1
）

▽
西
海

今
村
史
朗（
4
・
1
）

▽
都
城

上
畠

茂（
4
・
1
）

▽
奄
美

前
田
賢
一
郎（
4
・
1
）

▽
阿
久
根

早
瀬
則
浩（
4
・
1
）

▽
霧
島

武
田
繁
博（
4
・
1
）

お
知
ら
せ

本
紙
5
月
5
日
付
け
第

2
0
4
7
号
は
、
第
2
0

4
8
号
と
併
せ
、
5
月
15

日
付
け
第
2
0
4
7
・
8

号
と
し
て
発
行
し
ま
す
。
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